
蒲郡市妊婦から子育て期の家事支援事業実施要綱 

 

（目的） 

第１条 蒲郡市妊婦から子育て期の家事支援事業（以下「家事支援事業」という。）

は、妊婦及び子育て期の者に対し、家事支援サポーター（以下「サポーター」と

いう。）を派遣し、日常生活上の家事支援を行うことにより、妊娠、出産及び子育

てにおける負担を和らげ、もって子どもを産み育てやすい環境を整備することを

目的とする。 

（実施主体） 

第２条 家事支援事業の実施主体は、蒲郡市（以下「市」という。）とする。 

２ 市は、家事支援事業について、蒲郡市シルバー人材センター（以下「事業者」

という。）に委託をして実施するものとする。 

（利用対象者） 

第３条 家事支援事業の対象者（以下「利用対象者」という。）は、市の住民基本台

帳に記録されている者であって、次の各号のいずれかに該当するものとする。 

⑴ 妊娠している者のうち、母子健康手帳の交付を受けているもの 

⑵ 出産日から６年を経過する日以後の最初の３月３１日までの間にある者 

２ 前項の規定に関わらず、市長が必要と認める場合は、その者を利用対象者とす

ることができる。 

（事業内容） 

第４条 家事支援事業は、事業者が利用対象者の居宅にサポーターを派遣し実施す

る。 

２ 前項に規定するサポーターが行う支援の種類は、次に掲げるものとする。 

⑴ 食事の準備及び後片付け 

⑵ 住居等の掃除及び整理整頓 

⑶ 衣類の洗濯 

⑷ 生活必需品の買物 

⑸ その他必要な家事支援 

３ 事業者は、家事支援事業を円滑に遂行するために、利用対象者について事前調

査を行わなければならない。 

（利用時間等） 



第５条 家事支援事業の利用日数は、１週間につき２日（土曜日、日曜日、国民の

祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日及び１２月２９

日から翌年の１月３日までの日を除く。）を上限とする。 

２ 家事支援事業の利用時間は、午前８時３０分から午後５時までの間とする。た

だし、家事支援事業の実施に当たり事業者が必要と認める場合は、この限りでな

い。 

３ 家事支援事業の１日当たりの利用時間は、２時間を上限とする。ただし、市長

がやむを得ない事情があると認める場合は、１５分を限度に延長することができ

る。 

（利用の申請） 

第６条 家事支援事業の利用を希望する対象者（以下「申請者」という。）は、蒲郡

市妊婦から子育て期の家事支援事業利用申請書兼情報提供同意書（第１号様式。

以下「申請書兼同意書」という。）を市長に提出しなければならない。 

（利用決定等） 

第７条 市長は、前条第１項の規定に基づく申請があったときは、申請者の世帯の

状況を調査の上、蒲郡市妊婦から子育て期の家事支援事業利用決定通知書（第２

号様式）により、速やかに申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定に基づき利用を決定した場合、蒲郡市妊婦から子育て期の

家事支援事業利用依頼書（第３号様式）を添えて、速やかに事業者に依頼するも

のとする。 

３ 前項の規定により依頼された事業者は、利用者に対し、その利用に係る説明等

を事前に行うものとする。 

（自己負担額） 

第８条 家事支援事業の利用に係る費用の一部は、利用者が負担し、その額（以下

「自己負担額」という。）は、別表のとおりとする。 

２ 別表の１の項に規定する世帯に該当する利用者は、当該世帯に該当することを

証する書類を申請書兼同意書に添付しなければならない。ただし、市から関係機

関への公用照会により、確認できる場合は、この限りでない。 

３ 利用者は、事業者又はサポーターに対し、自己負担額を直接支払うものとする。 

（延長の届出） 

第９条 利用者は、第５条第３項ただし書に規定する延長を行うときは、事業者を



経て市長に、蒲郡市妊婦から子育て期の家事支援事業利用延長届出書（第４号様

式）を提出するものとする。この場合において、延長に係る利用者の費用負担は、

無償とする。 

（変更の申請等） 

第１０条 利用者は、第６条に基づき申請した事項に変更が生じた場合は、速やか

に市に連絡し、及び蒲郡市妊婦から子育て期の家事支援事業利用変更（中止）届

出書（第５号様式）を市長に提出するものとする。 

 （日程の変更等の連絡） 

第１１条 利用者は、日程を変更し、又は利用を中止する場合は、利用日の前日（市

役所の閉庁日を除く。）の午後４時までに、事業者に連絡しなければならない。 

２ 利用者が日程を変更し、又は利用を中止する場合において、連絡がなくサポー

ターが利用予定日に当該利用者の居宅を訪問したときは、当該利用者は、事業者

に対し、キャンセル料として３００円を支払うものとする。 

（実施結果の報告） 

第１２条 事業者は、毎月の事業の実施結果について、蒲郡市妊婦から子育て期の

家事支援事業実施報告書（第６号様式）を作成し、蒲郡市妊婦から子育て期の家

事支援事業利用証明書（第７号様式）を添えて、市長に報告するものとする。 

（委託料の請求） 

第１３条 事業者は、委託料の請求に当たっては、蒲郡市妊婦から子育て期の家事

支援事業委託料請求書（第８号様式）を作成し、当月分を翌月１０日までに市長

へ請求するものとする。 

（委託料の支払） 

第１４条 市長は、前条の規定に基づく請求を受けたときは、その請求内容を審査

し、支払要件を満たしているものについて、委託契約に基づき委託料を支払うも

のとする。 

（事故及び損害の責任） 

第１５条 事業者は、家事支援事業の実施により生じた事故及び損害については、

市に故意又は重過失のない限り、事業者がその負担と責任において処理にあたる

ものとする。 

２ 事業者は、前項の事実について、書面により速やかに市へ報告しなければなら

ない。 



（事業内容の改善） 

第１６条 市長は、良質なサービスが提供されるよう家事支援事業の適正な実施を

図るため、事業者の事業内容を調査し、改善について必要な措置を講ずるものと

する。 

（電子情報処理組織による手続の特例） 

第１７条 市長は、この要綱に定める手続については、蒲郡市情報通信技術を活用

した行政の推進に関する条例（平成１８年蒲郡市条例第４４号）及び蒲郡市情報

通信技術を活用した行政の推進に関する規則（平成１８年蒲郡市規則第７１号）

の例により、電子情報処理組織を使用して行わせることができる。 

（雑則） 

第１８条 この要綱に定めるもののほか、家事支援事業の実施に必要な事項は、市

長が別に定める。 

   附 則 

この要綱は、令和３年７月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和７年１月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

  



別表（第８条関係） 

利用対象者 １時間当たりの一部負担金 

１ 生活保護世帯、住民税非課税世帯又は市町村民

税所得割課税額７７，１０１円未満世帯に属する

者 

無料 

２ １以外の者で、次のいずれかに該当するもの 

⑴ ６歳に達する日以後の最初の３月３１日まで

の間にある子が、次のいずれかに該当する者 

ア 障害児医療受給者証又はサポートファイル

所持 

イ 療育手帳（Ａ・Ｂ判定） 

ウ 身体障害者手帳（１・２・３級） 

エ 精神障害者手帳（１・２級） 

⑵ ひとり親世帯に属する者 

⑶ 多胎児がいる世帯に属する者 

２００円 

３ １及び２以外の者 ５００円 

備考 

１ この表において「生活保護世帯」とは、生活保護法（昭和２５年法律第１４

４号）の規定による保護を受けている世帯をいう。 

２ この表において「住民税非課税世帯」とは、当該年度（４月及び５月に利用

するときは、その前年度。次項において同じ。）の地方税法（昭和２５年法律

第２２６号）の規定による市町村民税（同法の規定による特別区民税を含む。）

が非課税の世帯をいう。 

３ この表において「市町村民税所得割課税額７７，１０１円未満世帯」とは、

当該年度の市町村民税所得割課税額（利用者及び当該利用者と同一の世帯に属

する者について、地方税法の規定による市町村民税の同法第２９２条第１項第

２号に掲げる所得割の額を合算した額をいう。）が７７，１０１円未満の世帯を

いう。 


